別紙３（様式第１－２号に添付）
賃 金 引 上 げ 計 画 お よ び 誓 約 書
公益財団法人東京観光財団　理事長　殿
観光関連事業者のDX・経営力強化支援事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、賃金引上げ計画を掲げ申請する場合の補助率の適応を申請書するに当たり、賃金引上げについて以下のとおり計画し、その計画どおり全て実施することを誓約します。
1. 本補助金申請時の直近月において、補助対象事業として申請する取組を実施する都内事業場内の最低賃金が0,000円であったこと。
· 最低賃金は以下の厚生労働省ホームページを参照し、時間当たりの金額に換算して記入してください。
厚生労働省『最低賃金額以上かどうかを確認する方法』
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/chingin/newpage_43899.html
2. 補助対象事業終了後（補助金の対象として計上した経費の内、最後に支払われたものの引き落しがあった日時以降）、初めて到来する決算期の全ての月において、補助対象事業として申請する取組を実施する都内事業場内の最低賃金が「東京都内最低賃金＋30円」以上を達成すること。また、都内事業場内の最低賃金の該当者のうち、代表する１名分の決算月の賃金台帳を添付すること。
· 東京都の最低賃金は、毎年10月1日に更新されます。
https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/jirei_toukei/chingin_kanairoudou.html
3. 本補助金申請時の直近月において、補助対象事業として申請する取組を実施する都内事業場内の最低賃金者について、次項の事業場内最低賃金者名簿に記載のとおりであること。また、都内事業場内の最低賃金の該当者のうち、代表する１名分の賃金台帳を添付すること。
4. 本補助金申請時の直近決算期（令和　年　月）において、給与支給総額が000,000,000円であったこと。
· 給与支給総額とは、全従業員（非常勤を含み、役員を除く）に支払った給与等（給料、賃金及び賞与は含み、福利厚生費、法定福利費、退職金や役員報酬は除く）をいいます。

5. 補助対象事業終了後に、初めて到来する事業年度において給与支給総額000,000,000円を達成すること。この結果により、上記4.の給与支給総額と比較し、２．０％以上の増加率を達成すること。
6. 賃金引上げ計画達成報告時に、当該報告書の提出を期限内に行わなかった、又は賃上げ枠の助成要件である「給与支給総額の増加率」（上記5.）及び「事業所内最低賃金の引上げ」（上記2.）が達成されなかったことにより、公益財団法人東京観光財団（TCVB）から「賃上げ計画達成分確定通知書」の通知を受けられなかった場合、補助金の請求を行わないこと。また、補助対象期間開始後に「給与支給総額の増加率」及び「事業所内最低賃金の引上げ」の進捗・達成状況の確認を受けた際には速やかに、回答・調査対応をすること。
＜事業場内最低賃金者名簿＞
	申請する取組の対象範囲となる都内事業場内の最低賃金：
	円


	
	従業員氏名
	入社年月日
	主な業務場所
	直近1カ月の所定労働日数
	1日の所定労働時間
	賃金台帳
添付

	例
	東京　観光
	2000年10月10日
	新宿区西新宿123-456
東京観光ビル１F
	21
	8
	○
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· 事業場内最低賃金に該当する方を全て記載してください
· 事業場内最低賃金の該当者のうち、代表する１名分の賃金台帳を添付してください（申請時点から直近1カ月（申請前月分等）の賃金台帳で可）
· 行が足りない場合は、適宜追加してください。
年　　月　　日

	所在地：
	
	

	事業者名：
	
	

	代表者名：
	
	実印

	（※実印はjGrants電子申請の場合は不要）


このメモは提出時に削除してください。





黄色くハイライトされた箇所に、必要事項を記載してください。


2ページ目の「事業場内最低賃金者名簿」の空欄を埋めてください。


最下部の署名等を行ってください。








